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○銃砲刀剣類所持等取締法に係る事務処理要領について（例規） 

平成14年３月14日 

佐本生保発第60号 

改正 平成15年２月佐本生保発第72号、17年３月第115号、４月佐本務発第307号、26年３月

第257号、28年３月佐本務発第29号 

銃砲刀剣類所持等取締法に係る事務については、下記により処理することとしたので運用

上、誤りのないようにされたい。 

記 

第１ 総則 

銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号。以下「法」という。）に係る事務の取

扱いについては、銃砲刀剣類所持等取締法施行令（昭和33年政令第33号。以下「政令」と

いう。）、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則（昭和33年総理府令第16号。以下「規則」と

いう。）及び指定射撃場の指定に関する内閣府令（昭和37年総理府令第46号。以下「府令」

という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところによるものとする。 

第２ 申請書の受理等 

１ 申請書等の受理及び進達 

警察署長（以下「署長」という。）は、規則第１条第１項に規定する申請書又は届出

書の提出を受けたときは、当該申請書等の記載事項及び添付書類に不備がないかを確認

して受理し、この要領の定めるところにより所定の事項を調査したうえで、生活安全企

画課長を経由して１通を警察本部長（以下「本部長」という。）に進達するとともに、

１通を当該警察署で保管しなければならない。 

２ 使用人届出の取扱い 

署長は、規則第３条第１項に規定する使用人に係る届出を受理したときは、記載事項

を調査したうえで、同条第２項の使用人届出済証明書を交付するものとする。 

３ 所持許可申請書等の取扱い 

(1) 署長は、規則第４条に規定する申請書を受理したときは、次に掲げる事項を調査

するものとする。 

ア 申請書及び添付書類の記載内容について虚偽の記載又は重要な事実の不記載の

有無 

イ 法第５条及び第５条の２に規定する許可の欠格事由に該当する事実の有無 

(2) 署長は、次に掲げる場合は、意見を付して本部長に進達しなければならない。 
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ア 法第４条第１項第３号又は法第６条第１項に該当する者から所持許可申請があ

った場合 

イ 法第５条第１項第11号又は第３項に該当する疑いのある者から所持許可申請が

あった場合 

ウ その他、所持を許可するに当たって疑義がある場合 

４ 許可証の書換え、再交付 

署長は、規則第10条第１項に規定する許可証の書換申請書又は規則第11条に規定する

許可証の再交付申請書を受理したときは、当該申請の理由が事実に相違ないかを調査し

なければならない。 

５ 備付け銃 

署長は、法第９条の６第１項に規定する教習用備付け銃及び法第９条の11第１項に規

定する練習用備付け銃（以下「備付け銃」という。）について備え付け又は届出事項の

変更の届出を受理したときは、直ちに当該備付け銃の存在及び保管設備の状況を調査し

なければならない。 

６ 射撃場指定申請書の取扱い 

署長は、府令第10条に規定する指定射撃場の指定申請書を受理したときは、府令第４

条から第７条までに規定する基準に該当しているか否かを調査し、許否の意見を付して

本部長に進達しなければならない。 

第３ 他の公安委員会への通知 

政令第７条の３の規定による他の都道府県公安委員会への通知は、銃砲刀剣類所持許可

異動通知書（様式第１号）により行うものとする。 

第４ 行政処分 

１ 署長は、法第10条の９及び第11条第１項から第５項までに規定する行政処分を行う必

要があると認められる事案が判明したときは、速やかに、意見を付して本部長に進達し

なければならない。 

２ １の進達を行う場合には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

ア 所持許可者供述調書の写し 

イ 関係者及び参考人の供述調書の写し 

ウ 処分の理由となる事件の送致書の写し 

エ その他、処分の理由となる事実を証明するために必要な書類 

３ 被処分者に対する行政処分の通知は、次に掲げる処分の内容に応じ、それぞれ定める
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様式により、被処分者の住所地を管轄する署長を経由して行うものとする。 

ア 法第10条の９に規定する指示 指示書（様式第２号） 

イ 法第11条第１項から第５項までに規定する許可の取消し 取消処分決定通知書（様

式第３号） 

４ 前項により通知した行政処分に係る聴聞及び弁明の機会の付与については、聴聞及び

弁明の機会の付与に関する規則（平成６年国家公安委員会規則第26号）の定めるところ

により取り扱うものとする。 

第５ 不許可及び認定の取消し 

１ 法第５条、第９条の５第２項又は第９条の10第２項の規定により申請に対し許可又は

認定をしない場合の通知は、申請（不許可・不認定）通知書（様式第４号）により行う

ものとする。 

２ 法第９条の５第３項又は第９条の10第３項の規定により、教習資格又は練習資格の認

定を取り消す場合の通知は、教習（練習）資格認定取消通知書（様式第５号）により行

うものとする。 

第６ 登録銃砲刀剣類の措置等 

１ 法第17条第３項の規定により佐賀県教育委員会から佐賀県公安委員会に通知があっ

たときは、生活安全企画課長は、当該通知に係る銃砲又は刀剣類の所持者の住所地を管

轄する署長にその旨を通知しなければならない。 

２ 法第23条に規定する銃砲又は刀剣類の発見の届出を受理した署長は、当該発見者が法

第14条第１項の登録を希望する場合には生活安全企画課長を経由して佐賀県教育委員

会に通報し、当該発見者が法第４条の所持許可を希望する場合には発見の経緯等を調査

するとともに所持許可申請書の提出を求めるものとする。 

第７ 銃砲等の管理 

生活安全企画課長及び各署長は、所属に猟銃等所持者カード（様式第６号）、鋲打銃等

所持許可カード（様式第７号）、刀剣類所持許可台帳（様式第８号）及び射撃場台帳（様

式第９号）を備え、所要の事項を記録しておかなければならない。 



4/13 

 



5/13 

 



6/13 

 



7/13 

 



8/13 

 



9/13 

 



10/13 

 



11/13 

 



12/13 

 



13/13 

様式第１号 

様式第２号 

様式第３号 

様式第４号 
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様式第６号 
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様式第９号 

 


